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1. はじめに
近年, デジタル技術を身近に感じることが多
くなってきており, さまざまな製品におけるデ
ジタル化の波が, われわれをとりまく生活環境
を変えている｡ と同時に, 製造業の産業構造や
企業の製品開発のあり方を大きく変えている｡
この流れは, 産業構造の水平分業化を促し, 企
業は保有する経営資源の選択と集中を図り, 自
社のコアコンピタンスの研鑽に励む｡ 1990 年
代以降のデジタル家電産業では, この潮流が顕
著に見られる｡ 加えて, 製品を構成するデバイ
スのライフサイクル, 製品のライフサイクルの
短縮化も著しい｡
また, ひとつの製品が複数の製品機能を有し,
製品間の境界線をあいまいにしている｡ プリン
ト, スキャン, コピー, ファックスなどの機能
をひとつにまとめた複合機などはこの好例であ
る｡ これまでは, 個別の産業として成り立って
いたプリント機器産業, スキャナー装置産業,
コピー機器産業, ファックス電話産業がひとつ
の複合機産業に統合されていく｡ すると, 新た
に誕生した複合機産業の参入企業数は増え, パ
イの争奪が起こる｡ これらの要因から多くの製
造業の置かれている競争環境は極めて激しくな
る｡
このような状況で, 企業はどのように新製品
産業に参入をし, どのように製品開発を行って
いくのか｡ 参入する企業の多くは, 各々の先行
産業で企業活動を行ってきた企業であるので,
その企業が新製品産業参入時には保有している
経営資源の蓄積という観点を踏まえることが重
要なポイントとなる｡
したがって, 今後具体的な事例を用いて, 先
行産業での資源蓄積・企業活動がどのように新
産業での製品開発に影響を与えるのかを研究す
るために, 本論文では, 進化論, 経路依存性,
慣性といった新産業への参入に関する先行研究
をまとめたい｡
2. 問題設定
そもそもこの研究を行うきっかけとなった問
題意識は, デジタルカメラ産業の成立とその市
場拡大の様子とその特徴に端を発するものであ
る｡ 1995 年頃から一般消費者向けのデジタル
カメラ市場が成立, その後急速に市場規模を拡
大していった｡ そのデジタルカメラ産業への参
入企業は, 銀塩カメラメーカーやカメラフイル
ムメーカー, ビデオカメラメーカーやコンピュー
タメーカー, 玩具メーカーや電子機器メーカー
まで, さまざまな先行産業1で競争活動を行っ
ている企業であった｡
このように一見すると, 互いの共通項が存在
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しないような企業が, 新製品を誕生させ, 新産
業に参入し, しかもその先行産業が異なるにも
関わらず, 同等に競争を行っている｡ 先行産業
で行っていた製品開発のやり方が新製品産業に
おける製品開発に通用するとは限らないにもか
かわらずである｡ 異なる製品を開発していた企
業が, 新製品産業に参入する時, その参入プロ
セスは, どのように異なるのだろうか｡
そこで, 本論文では, 以上の問題に答えるた
めの前段階として, この問題に関わる先行研究
を整理し, 先行産業における製品開発が新産業
での製品開発に影響を及ぼす理論的可能性を模
索することとする｡
3. 先行産業における製品開発が新産
業での製品開発に及ぼす影響の理論的
可能性
先行製品市場の相違による新製品市場への参
入経路の違いを考察する場合, 進化論的な枠組
みと経路依存・慣性の概念が議論を行う上で適
合性が良いと考えられる｡ なぜなら, 本研究で
の問題意識のなかでは, 先行製品市場に存在し
ている企業が, 新製品市場へ参入していくとい
う経時的でダイナミックな企業行動を研究対象
としており, 新製品市場での競争行動は企業が
属していた先行製品市場の特性に大いに影響さ
れていると容易に想像できるからである｡ 換言
すれば, 先行産業の大いなる影響とは経路依存
や慣性のことであり, それぞれの先行産業で競
争していた企業が, 新たな製品市場へ向かって
企業が進化したと考えることもできる｡
そこで, 先行製品市場から新製品市場に企業
が参入するまでの理論として, 進化論 (Evolu-
tionary Theory) や経路依存性 (Path Depen-
dency), 慣性 (Inertia) について先行研究の
レビューを行いたい｡
3-1. 進化論
まずは, 進化論がいかなるものなのか考えて
みたい｡ 進化論は, 藤本 (1997) によれば, 大
きく 2 つに大別できるという｡ 第一に, 19 世
紀以来, 生物の種の変化と多様性を説明する枠
組みとして発展してきた生物進化論である｡ そ
の始祖はダーウィンとされ, 現在, 進化論とい
えば第一義的に生物進化論を指すとされる｡
その一方で, この進化論の論理構造を社会現
象や人間活動に当てはめようとする試みがなさ
れてきた｡ それがもう一つの社会科学分野にお
ける進化論である2｡ しかしながら, このよう
な生物進化論に基づく考え方をその細部にわたっ
てまで社会科学に適用することには大きな問題
があると指摘されている (Penrose 1959；藤本
1997)｡ 例えば, 企業進化論の始祖のひとりで
ある Penrose (1959) は以下のように警告して
いる｡
生物学的類推を援用し, 会社の本質を自然
界の生物体と同じ成長過程をもつ有機体と
して取り扱い, 会社成長理論を展開しよう
とする試みがなされた｡ この型の分析も,
多くの困難に直面するが, その中でも最も
深刻なものは, 成長過程の中に人間的な動
機と, 意識的な人間の決定とが介入する余
地がないという事実である｡ このことだけ
でも, このような会社成長理論を不適当と
する十分な根拠があると私は信ずる｡
だからといって, 社会科学に対して ｢進化論
的な論理構造｣ を援用することが無意味である
わけではない3｡ 進化論的な論理構造を, 企業
システムの分析, 一般的には比較的ミクロ領域
の社会システムの動態分析に応用することを試
みた藤本 (1997) によれば, 生物進化論の通説
からみれば広義の進化論として社会科学に応用
することができるという｡
具体的には, 競争環境に直面する開発・生産
システムの発生・変化の動因として, システム
発生プロセスを 5 つに分類している｡ その 5 つ
とは, 合理的計算 (Rational Calculation),
偶然試行 (Random Trail), 環境制約
(Environment Constraints), 企業者的構
想 (Entrepreneurial Vision), 知識移転
(Knowledge Transfer) である｡
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また, 進化論を用いて企業の研究を行った論
文には以下のものがある｡ まず, 企業の研究開
発 (R&D) について論じたものだ｡ Helfat
(1994) は, 製油産業の研究開発を対象とし,
進化論のなかでも組織の遺伝的な面に焦点を当
てて研究を行っている｡ 個々の企業が過去にとっ
ていた企業の競争行動と同様の行動を嗜好する
のか, そして, 特定の市場で操業する企業は各々
の企業行動, 特に研究開発によって相違が生み
出されているのかを実証的に調べた｡ この研究
により分かったことは, 企業の研究開発におけ
る現在の傾向と過去の傾向とは正の関連性を持
つことである｡ つまり, 企業が過去において知
識を蓄積していた分野に注力する傾向があった｡
研究開発において企業の努力のレベルは各々異
なり, 個々の企業は必ずしも全ての研究開発活
動に労力を注ぐわけではなかったのだ｡
これに続く Helfat and Raubitschek (2000)
では, 長期にわたる組織の知識や能力, 製品の
進化を説明するための理論モデル (The Prod-
uct Sequecing Model) を提供している｡ これ
は, ある時点で, そして長期間にわたって製品
のイノベーションや戦略的なリンケージを通し
て競争優位に帰着するモデルだ｡ このモデルに
より, どのように知識や能力, 行動や製品が持
続的に, そして市場をまたいで進化していくの
かが理解ができるという｡
さらに, 藤本 (1997 and 2003) は, 20 世紀
後半の日本の自動車生産システムを対象として,
進化論的な考え方を用いて社会システムに関す
る研究を行った｡ 彼によれば, 顧客は直接観察
できないが, 価格や納期といった表層的な競争
力を背後で支える深層の競争力とそれに直接結
びついている企業の組織能力のレベルでの競争
を能力構築競争と名付けた｡ その能力が構築さ
れるプロセスは進化論的な発想と結びつくとい
う｡
すなわち, 意図せざる結果を伴う混沌とした
プロセスのなかで, なおかつライバルに先んじ
て競争能力を構築するためには, ころんでもた
だでは起きない, しぶとい組織学習能力が重要
とされるという｡ このような創発プロセスのな
かでの能力構築能力を進化能力と呼んでいる｡
さらに, 計画と偶然が渾然一体となったシステ
ム変異のメカニズムをシステム創発と呼ぶ｡ 以
上の議論は, 進化論の ｢変異 (Varietion) →
淘汰 (Selection) →保持 (Retention)｣ とい
う三段階の説明ロジックからなるモデルと考え
ることができるという｡
以上の先行研究から, 社会科学における進化
論を用いた議論が可能なことが理解できる｡ 今
後の研究では, 過去の特定の蓄積が, 現在の企
業行動に影響を与えていることを示す際に, 進
化論的な考え方をベースに進めていくことがで
きると考える｡
3-2. 経路依存性
そもそも企業の競争行動は, その企業の現時
点でのポジションと将来利用可能な機会の双方
から強い制約を受けている (Tidd el at., 2001)｡
言い換えれば, 企業の競争行動には, 経路依存
(Path-Dependent) 性を有しているである｡ 経
路依存性とは, 歴史的な事象として認識され,
企業の以前の投資やルーティン (企業の歴史)
がその将来のふるまい・行動を制限することで
ある (Teece, Rumelt, Dosi and Winter 1994;
Teece, Pisano and Shuen 1997)｡
さらに, Nelson and Winter (1982) は, 経
路依存性を考慮する重要性を, 経済的な変化は
多くはある特定の種類の動態的過程の作用をつ
うじて発生するものと理解することができ, ま
た, 任意の時点での経済的行動と成果は, その
時点において動態的過程がどのように働いてき
たかを考慮して論じる必要があると述べている｡
加えて, Tidd el at., (2001) によれば, い
ずれの時点においても, 企業のイノベーション
戦略が, 経路依存性を有してしまうのは, 以下
の 2 つの制約要因が存在するために仕方がない
という｡ その 2 つの制約要因とは, 現在そして
将来得られるであろう技術的知識そのものの状
態であり, もう一方は, それを利用する企業の
コンピタンスの限界である｡
経路依存性を語るとき, よく例として挙げら
れるのが, タイプライターやコンピュータのキー
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ボードの文字配列である (青島・武石 2001)｡
現在私たちが日常使っているコンピュータのキー
ボードは, 上段に並んでいるアルファベットの
文字を左端から読んでいくと, Q, W, E, R,
T, Y の順番となっている｡ これが, ｢QWER
TY｣ 型と呼ばれる配列方式である｡
このような配列になっている理由を David
(1985) は, 歴史をさかのぼり明らかにした｡
タイプライターはアメリカで 1870 年代に発明
された当初, タイプしにくくすることで文字
の打つスピードを遅くするため現在のような
｢QWERTY｣ 型を採用していた｡ なぜなら,
初期の機械式のタイプライターではタイピング
するスピードが増すとタイプ用のバーが絡み合っ
てしまう｡ これを防ぐために頻繁に連続して打
たれる文字が離れた位置に配列したのである｡
つまり, 使い手の利便性ではなく, 作り手の
都合に合わせた文字配列になっている｡ その後
の技術革新4により, 先ほどのようなタイプ用
のバーが絡み合うという問題は解消された｡ し
かしながら, なぜいまだにこのような使い手に
は不便な配列が存続しているのであろうか｡ そ
の理由は, タイプライターを使用する多くの人々
が ｢QWERTY｣ 型の文字配列に慣れてしまっ
たため, 他の文字配列への変更を好まなかった
ことだという｡ 事実, 1936 年にはより早く,
より容易にタイピングできる ｢DVORAK｣ 型
の文字配列が提唱されたけれども, 新たな配列
への転換するためのスイッチング・コストは莫
大で, 成果を上げることはできなかったという｡
さらに, 企業の保有する資源・能力にも, 多
くの学者により経路依存的な性質があることが
述べられてきた｡ Nelson and Winter (1982)
や Dosi (1982) は, 経路依存性という事実に
基づいて技術軌道 (Technology Tragectory)
という概念を提唱した｡ Teece and Pisano
(1994) や Teece, Pisano and Shuen (1997)
は, ダイナミック・ケイパビリティ (Dy-
namic Capabilities) と戦略的マネジメントの
議論のなかで, 企業が戦略を形成する上で, 組
織的・管理的プロセスや企業の置かれているポ
ジション5と同等に, 軌道 (Path) も考慮にい
れるべきだと主張している｡ この軌道こそが経
路依存性であり, 経路依存性の概念は, 歴史的
な事柄を認識することに他ならないという｡
このように経路依存性が生じる要因として考
えられる概念が, これまでの先行研究の中に見
いだせる｡ まず, von Hippel (1994) の唱え
た‘情報の粘着性 (Sticky Information)’で
ある｡ この情報の‘粘性 (Stickness)’とは,
情報の特定の場所への移転に漸進的なコストを
必要とすることである｡ そして, この粘性が強
ければ強いほど, 情報の獲得, 移転, 利用にコ
ストがかかる｡ つまり, 以上の情報のもつ性質
が, ある企業が持つ情報をその企業内にとどめ
させる要因であるとともに, そのため, ある企
業の持つ情報に対する他企業の情報獲得, 移転,
利用を妨げることになっていると考えることが
できる｡
さらに, Cohen and Levinthal (1990) が示
した‘吸収能力 (Absorptive Capacity6)’も
経路依存性が引き起こされる重要な要因の一つ
である｡ この吸収能力とは, 企業が新たに外部
の情報の価値を認識し, それを吸収し, 自社に
応用することのできる能力のことである｡ そし
て, この能力は, 革新的な活動にとって資源を
配分するための決定法の一部であるとし, 企業
が開発したいと考えている知識ドメインが現在
の知識ベースに深く関連するとき,‘吸収能力’
はルーティン活動の副産物として開発され, 維
持される傾向があるという｡ 言い換えれば,
‘吸収能力’は, 現在企業が保有している知識
ベースから派生的に生まれるものであり, その
ため経路依存的な側面があるといえる｡
また, Pisano (1990) は, 企業の研究開発
(R&D) に着目をし, この企業活動には経路依
存的な性質があることを明らかにした｡ 彼は,
技術変化により R&D のための専門知識のあり
かが既存企業から新規参入企業に移行し, 既存
企業が R&D を自ら行うか, あるいは他社から
その R&D の成果を買ってくるのか決断しなけ
ればならないときに, なにが既存企業の選択に
影響したのかを実証的に考察した｡ その結果,
購買に関わる人数が少ないことが R&D の内部
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化を促進させたことが分かった｡ つまり, 技術
変化が起きた後の Make or Buyの意思決定は,
変化前の研究開発部門だけでなく, 購買部門の
人員構成の影響も受けているのである｡
同じく研究開発 (R&D) を対象とした研究
には Miyazaki (1994) がある｡ 彼女は, 日本
の半導体企業の研究開発 (R&D) を調べるこ
とで, 企業のコンピタンス形成における経路依
存性の重要性を主張する｡ 彼女によれば, コン
ピタンス形成は, その企業の過去の業績と強い
関係を持っており, 経路依存と蓄積の概念とは
強力な基盤であり, コンピタンスの形成は, そ
の企業の中核能力を形成するような領域に集中
するという｡
さらには, 企業のとる戦略についても経路依
存性は見られる｡ Collis and Montgomery
(1998) は, 優れた企業戦略とは, 経営資源,
事業, 組織といった要素を適当に寄せ集めただ
けでは実現できず, 互いに連動させ, 注意深く
組み上げた一つのシステムとしてなっていなけ
ればならないと指摘する｡ そして, 優れた企業
戦略においては, 個々の要素の整合性がうまく
とれていないとならない｡ その原動力となるの
は, 経営資源の特性, つまり企業特有の資産,
スキル, 能力といったものであるという｡ つま
り,‘企業特有の資産, スキル, 能力が戦略の
方向性を決める’(Collis and Montgomery
1998) ので, それまで蓄積されてきた資産, ス
キル, 能力により経路依存的に戦略が立てられ
ると考えられる｡
ま た , 企 業 が 取 り う る 戦 略 に つ い て
Ghemawat (2001) は, 動態的な視点で研究
を行った｡ 彼は, ダイナミックな視点で企業の
取りうる戦略を考えるとき, 企業の保有してい
る経営資源が, 企業の活動と資源へのコミット
メント (Commitments7) に影響を与え, また
この 2 つの要因が経営資源にフィードバックさ
れると主張した｡ 経営資源が, 企業活動や資源
のコミットメントへ影響を与えるということは,
第一にどの活動をどのように遂行するかに関す
る選択は, 中長期的にしか変えられないことの
多い資源に制限されるため, そして第二に, 歴
史は, 資源に関する長期的な選択と活動に関す
る短期的な選択の双方に重要な役割を果たすた
めだという｡ すなわち, 企業が遂行する活動と
資源のコミットメントの条件は, 資源が過去に
行った選択の遺産によって決まり, そのため企
業の選択できる活動や資源へのコミットメント,
つまり企業の戦略は制限されたものになる｡
以上の先行研究からも理解できるように, 企
業の資源・能力の蓄積には,‘歴史が大きな役
割を果た’(ネルソン 1998) し, 企業のとれる
戦略を制限するということができる｡ 本研究で
取り上げるデジタルカメラ産業も, 過去の企業
活動により, 企業のとりうる参入経路や製品戦
略といった企業行動の幅はかなり制限されたも
のになり, その影響について, 詳細に分析する
必要がある｡
3-3. 慣性
以上の経路依存性と同様に, 過去の蓄積が,
現在そして未来の企業行動を規定する要因とな
るのが慣性8 (Inertia) (Hannan and Freeman
1984 and 1989) である｡ 例えば, 大海を航行
する巨大タンカーを考えてみればよい｡ タンカー
が航行している時, エンジンを切ったとしても,
少しずつスピードは落とすけれども, すぐに止
まることはない｡ また, 急に進路を変えようと
試みてもそれには時間がかかる｡ そこには慣性
がはたらいているからで, それまでの推進力が
なくなったとしても, あるいは別の方向からの
力が加わったとしても, それまでの力が持続し
てはたらき続ける｡ 企業の活動や組織において
も同じような現象が起こる｡ これが企業のもつ
慣性である｡
そもそも企業とは, それぞれ特有の行動様式
を繰り返し, 補強していくことによって, 固有
のやり方を構築していくものである｡ これらの
行動様式は組織内で共有されている世界観や,
問題に対する対処法を反映したものである
(Tidd el at., 2001)｡ Levitt and March (1988)
によれば, ルーティンとは業務を遂行するため
の確立された一連の行動様式からなるものであ
るという｡ 技術や手続き, 戦略や非公式な慣行
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もしくは習慣などの集合体のなかで受け継がれ
るうち, 役に立つ経験としてルーティンは進化
していく｡ 彼らに言わせれば, ルーティンとは,
歴史からのレッスンを伝達するメカニズムのこ
とである｡ そしてルーティンは, それを実行す
る場合, 細部にまでわたる注意深い思考が必要
とされないという特徴を持つという (Tidd el
at., 2001)｡
すなわち, 普段の企業活動を行う上で, その
活動が必要なのか, この行い方が効率的である
のかなどの活動に伴う思考を必要とせず, その
思考を省くことにより, そして役に立つことを
繰り返すことで企業活動をより円滑に効率的に
行うことがルーティンにほかならない｡
しかし, このルーティンは常に良い方向にば
かり作用するものではない｡ 過去に役に立った
ものが未来永劫役に立つものだとは限らないか
らだ｡ 組織内部, そして外部の環境の変化によ
り優れた方法は変化していく｡ にもかかわらず,
ルーティンとなった企業行動を行う際には, そ
の存在意義などを問いかける思考を省いている
ため, 企業の実態に合わなくなったとしてもルー
ティン・慣性は残り続ける｡ これこそがコアリ
ジディティ (Leonard-Burton 1992 and 1995)
やコンピテンシートラップ (Levitt and March
1988) につながる｡ 慣性は, 以下の 2 点に着目
して考察することができる｡ 第一に, 企業の持っ
ている資源や能力に着目した慣性｡ 第二に, 認
知 (Cognition) に着目した慣性である｡ まず,
既存の資源や能力によって引き起こされる慣性
についてである｡ これは, 前項の経路依存性の
議論と同様のロジックの上に成り立つ｡
Nelson and Winter (1982) や Teece, Pisano
and Shuen (1997) は, 企業が持っている技術
的能力, ルーティン, 成文化された手順や情報
処理能力に焦点を当て, これらが存在すること
により企業が直面する外部環境への適応する能
力が限定されることを明らかにした｡ また, 上
記 の Levitt and March (1988) や Teece
(1988) は, 企業の学習がある特定の手順を前
提に行われるため, 企業の過去の歴史が, 未来
の企業行動を制限すると指摘した｡ さらに,
Dosi (1982) の言及した技術軌道の概念は,
企業の非技術的な資産が, 企業の持つ技術の発
展の方向性に影響を与えることを明らかにした
ものであり, これは企業内の蓄積が技術開発に
慣性をもたらすことである｡
さらに, Teece (1986) や Helfat (1997) は,
企業が技術開発を行う時, 既存の補完的な資産
を有効に活用できるように方法をとることを示
している｡ Helfat (1997) の研究は, オイルショッ
ク前後のアメリカの石油産業で行われた R&D
活動の移り変わりを補完的資産の観点から検討
した｡ 結果, 過去における R&D 活動が現在の
R&D 活動に影響を与えていることを統計的に
実証した｡ 組織学習 (Organization Learn-
ing) の累積的な性質のため, 現在の知識に隣
接した新しい知識を局所的にしか追求せず
(Nelson 1990; Nelson and Winter 1982), そ
のため企業が新製品や新プロセスを探すとき,
すべての可能性のある選択肢を検討しない｡ そ
の理由は, 限定された合理性 (Bounded Ra-
tionality) (Simon 1955) がすべての選択肢を
明示的に示すことを困難にすること, そして,
蓄積された知識ベースの所有がその知識に関連
する知識の学習を容易にするから (Cohen and
Levinthal 1990) である｡ これらの要因から企
業の R&D 活動に慣性が生じる｡
また, 企業が相手にする顧客の観点からも,
製品開発に慣性がはたらくことがある｡
Christensen (1997) によれば, 成功していた
優秀な既存企業が, 破壊的な技術に直面したと
き, その技術を受け入れるのが, その技術の消
費者が, ボリュームが少なく, かつ利益率が良
くない市場の下位消費者であるため, 彼らに向
けた技術開発を行わない｡ そして, 既存企業は,
ボリュームが大きい主流の顧客の声を聞きすぎ,
その消費者層に合わせた技術開発をおこなうた
め失敗するという｡ これも主流の顧客という既
存資源により引き起こされた技術開発の慣性と
いうことができる｡
次に, 認知 (Cognition) により引き起こさ
れ た 慣 性 に つ い て で あ る ｡ Tripsas and
Gavetti (2000) によれば, 慣性を説明するた
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めに資源や能力の役割を強調するだけではなく,
認知の役割は焦点を当てられてきたという｡ 例
えば, Kiesler and Sproull (1982) によると,
認知は概して歴史的な経験に基づいているとい
う｡ 彼らは, 社会的認知 (Social Cognition)
に焦点を当て, 経営上の問題感知 (Problem
Sensing) を理解することに努めた｡ 問題感知
とは, 3 つの認知プロセスから成っているとい
う｡ それは, 気づき刺激 (Notice Stimuli),
解釈刺激 (Interpreting Stimuli), 結合刺激
(Incorporating Stimuli) である｡ そして, 問
題解決のためには, この 3 つの刺激が必要とさ
れる｡
そもそも, 社会認知理論は, 人間の情報処理
の性質についての 2 つの前提を持っている｡ そ
れは, 第一に, 個人はその環境のなかですべて
の情報を扱うための能力が限られており, その
個人が認識したことしか処理できないという限
定された合理性 (Simon 1955), 第二に, 認知
プロセスの連続性である｡ この前提より, 問題
解決に当たっては, 前の状態の 3 つの問題感知
が使われるという｡ 言い換えれば, 企業は過去
に行ってきた問題感知でもって現在の問題に取
り組むという慣性が存在する｡
具体的には, 企業のマネジャーのマインドセッ
トにおける慣性についての研究がある｡ 例えば,
Prahalad and Bettis (1986) は, 多角化とそ
のパフォーマンスとの関係性を考察する上で重
要なリンケージの概念を提示した｡ それが, ド
ミナントロジック (Dominant General Man-
agement Logic: Dominant Logic) である｡
ドミナントロジックとは, ビジネスにおいて意
思決定, 目標を達成するための経営上のツール
のマインドセットや世界観, つまりは認知の表
象 (Representation) のことである｡
そして, ドミナントロジックは, コアビジネ
スでの特徴から成功のための重要なタスクを抽
出し, それがトップマネジメントのマインドセッ
トやツールのレパートリーとなり, その蓄積を
ビジネスに活かすというサイクルを繰り返すな
かで進化していくという｡ つまり, マネジャー
は一緒に仕事をしていくなかで, 彼らは過去の
企業活動を通して共有するドミナントロジック
と呼ぶ一連の信念が形成していくのだ｡ ドミナ
ントロジックがマネジャーのなかで支配的であ
る限り, そのマインドセットは慣性として企業
活動に大きな影響を与える｡
加えて, 企業全体の慣性を扱った研究もある｡
Zyglidopoulos (1999) は, 企業の誕生を取り
囲む原初的な環境とその企業の最初の数年間の
活動と技術変化とのあいだの理論的なつながり
についての示唆を提供している｡ この論文の中
で, 原初的な環境が企業の技術軌道に影響を与
えるメカニズムは, 技術的パラダイム9, ドミ
ナントロジック (Prahalad and Bettis 1986),
組織構造, 組織形成 (Organizational Con-
figurations) の 4 つにより分析できるとした｡
そして, 仮説的に, 原初的な環境は, ドミナン
トロジックといった認知の表象などを通じて,
企業のたどる技術軌道に影響を与えることを示
した｡
また, Gavetti and Levinthal (2000) は,
コンピュータシミュレーションを用い, 行動－
結果の認知マップ (Cognitive Map) に基づい
た前向き (Forward-Looking) な追求プロセ
スと経験に基づいた後ろ向き (Backward-
Looking) な追求プロセスのあいだの役割や相
互関係を調査した｡ その結果, 認知の表象は当
初の追求努力を力強く導くように働くかけ, 次
なる実験的追求の方向性を強く規定した｡
さらに, 企業活動に関する慣性の研究として,
Tripsas and Gavetti (2000) が行ったデジタ
ルイメージング産業におけるポラロイド (Po-
laroid) の研究がある｡ ポラロイドのデジタル
イメージング産業への挑戦の分析のなかで, 認
知の表象が, 技術開発に関連した追求活動を制
限し, 方向付けることによって, 企業の新しい
能力の形成に大きな影響を与えていることを示
している｡ 具体的には, ポラロイドのシニアマ
ネジャーは, 不可能とされた大規模な技術的前
進を遂行するための信念を持っていたため, 企
業はデジタルイメージングに関連した技術的な
能力を構築するかなり大きな投資をすることが
できたという｡
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以上の Zyglidopoulos や Gavetti and Levin-
thal, Tripsas and Gavetti の研究から, 組織
の行動, 特に企業の能力の継続的な構築の点で
は, 認知の表象は慣性を生み出す中心的な役割
を果たしていることがわかる｡ また, Garud
and Rappa (1994) は, 技術進化の社会認知
モデル (Socio-Cognitive Model) を用いて,
耳の渦巻管インプラントのケースを分析してい
る｡ 社会認知モデルの礎は, 技術の 3 つの基本
的な要因に基づいたモデルであるという｡ その
3 つの要因とは, 第一に, 技術の定義が知識の
表象に基づいているという信念 (Belief)｡ 第
二に, その定義が技術の形式や機能的な特徴を
持つという人工物 (Artifact)｡ 第三に, 技術
が一連の評価ルーティンで定義されるという評
価ルーティン (Evaluation Routine) である｡
この 3 つの要因に基づいた一連のサイクルのな
かで技術進化を見ていこうというのが社会認知
モデルである｡
このモデルから, 第一点で述べた資源や能力,
言い換えれば人工物によって, 信念や評価ルー
ティンに慣性が生まれるだけではないというこ
とが分かる｡ 信念が評価ルーティンとして外部
化・表出化し, また信念により人工物形成の道
筋が立てられる｡ そして, 評価ルーティンによ
り信念が新たに形成され, 評価ルーティンによ
り人工物の形成とその正当化が行われる｡ この
ようなサイクルが繰り返され, そのなかで慣性
が生じるのである｡ つまり, 信念やそれから生
まれる評価ルーティンといった認知に関わる部
分からも慣性が引き起こされるのだ｡ いずれの
研究においても, 認知が慣性を生み出す源泉に
なることが示されている｡
以上から, 慣性を考えるとき, 企業の蓄積し,
保有する資源や能力に着目するだけでは不十分
であり, ルーティンの繰り返しのなかで熟成さ
れてきた認知といった企業の持っている考え方・
マインドセットにも光を当てる必要があるだろ
う｡ したがって, 本研究では, 先行製品産業で
蓄積された技術的資源だけではなく, 先行製品
と新製品の製品コンセプトの違いをフレームワー
クのなかに入れることで, 企業の持つ製品に対
する考え方・マインドセットを分析対象に組み
入れたい｡
4. おわりに
ここまで, 先行産業における製品開発が新産
業での製品開発に影響を及ぼす理論的可能性を,
進化論や経路依存性, 慣性という 3 つの観点か
ら模索してきた｡ いずれの観点においても, 今
後行う研究に対して示唆が得られた｡ それらに
ついて簡単にまとめておきたい｡
第一に, 進化論の観点からは, まず, 進化論
を経営学を含めた社会科学に対して, その概念
を援用可能であることを確認した｡ これまで,
経済学の分野では, 進化経済学という一分野が
確立されており, 進化論が援用できることは明
らかであった｡ しかし, 1980 年代以降企業組
織論の分野で, また 1990 年代半ば以降には,
研究開発や生産管理の領域で, 進化論の議論を
使う研究が行われており, その後も, 進化論を
利用した議論が増加している｡
したがって, これから進められる本研究にお
いても, 過去の特定の資源蓄積が, その後の意
思決定や競争行動に影響を与えていることを示
す際には, 進化論的な考え方を援用しながら,
議論を進めていくこととする｡
第二に, 経路依存性の観点からである｡ この
観点からの最も大きな示唆は, 企業の過去の意
思決定や競争行動が, 将来の意思決定・企業行
動に多大なる影響を及ぼしているということで
ある｡ このことを換言すれば, 企業の過去の意
思決定・競争行動を詳細に分析することによっ
て, 現在の企業の意思決定・競争行動がどのよ
うに行われたのか, その根源的な理由が理解で
きるということでもある｡
すなわち, このことは, 本研究で取り上げる
デジタルカメラ産業に参入する企業の過去 (銀
塩カメラ産業やビデオカメラ産業, エレクトロ
ニクス産業での企業の意思決定や競争行動) を
分析することによって, デジタルカメラ産業へ
の参入経路や製品戦略を理解できることができ
ると考えられる｡
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第三に, 慣性の観点である｡ この観点からの
示唆は, 第一に, 企業の蓄積し, 保有している
経営資源や能力に着目することの必要性であろ
う｡ 企業は, これまで蓄積してきた経営資源・
能力を, 将来開発する製品に多重的に利用しよ
うとする｡ この営みを分析に活かすべきである｡
ただし, これだけでは不十分であることがわ
かってきた｡ 第二の示唆は, 企業の蓄積してき
た経営資源・能力に着目するだけではなく, ルー
ティンの繰り返しのなかで熟成されてきた認知
といった企業の持っている考え方・マインドセッ
トにも光を当てることの必要性である｡ 近年,
実態を直接目に見ることはできないが, 多大な
影響を及ぼすマインドセットや思考枠組みといっ
たものに着目をし, それを分析視角として研究
を行っている研究が増えている｡ したがって,
本研究では, 先行製品産業で蓄積された技術的
資源だけではなく, 先行製品と新製品の製品コ
ンセプトの違いをフレームワークのなかに入れ
ることで, 企業の持つ製品に対する考え方・マ
インドセットを分析対象に組み入れたい｡
注
1 本論文における先行産業とは, 新製品産業で
あるデジタルカメラ産業に参入する以前, ある
いは参入して以降も企業が競争活動を行ってい
る産業のことと定義する｡ また, 同様に先行製
品とは, デジタルカメラを作る以前に, あるい
は同時並行して企業が製造している製品のこと
である｡
2 藤本 (1997) によると, 経済学・経営学分野
においては, 進化経済学 (Nelson and Winter
1982；Dosi 1982), 経営組織論における企業進
化論 (Weick 1979；野中 1985), 近代経済学に
おける進化ゲーム論の流れ (青木 1995) などが
あるという｡
3 Aldrich (2007) や Boyd and Richardson
(1985), Gould (1991) らは, 組織論以外にも,
社会科学において, 進化論の議論に援用できる
のか検討を行っている｡
4 機械はボール式, そして円盤式へと進歩し,
さらに電動式の登場, 現在のワープロ・パソコ
ンが生まれた｡
5 ここでのマネジメントのプロセスとは, 企業
内部での物事の進め方, もしくはその〈ルーティ
ン〉と呼ばれるものや, 現在の習慣や学習のパ
ターンのことである｡ また, ポジションとは,
現在保有している技術的資質と知的財産, およ
び顧客層や上流のサプライヤーとの関係である｡
6 この吸収能力の補完的な概念として, Garud
and Nayyer (1994) が提唱した‘変換能力
(Transformative Capacity)’がある｡
7 詳しくは, Ghemawat (1991) を参照｡
8 慣性とは, もともと物理学の概念である｡ 物
体にはいろいろな運動状態がある｡ 静止してい
る, あるいは運動している｡ 慣性とは, そうし
た物体の持つ性質であって, 外から力が加わら
ない限り, 今の運動状態を続けようとする性質
のことである (村上 2000)｡
9 この技術的パラダイムとは, Kuhn (1970) が
科学パラダイムにおいて行った定義を広く解釈
した｡ また, Dosi (1982) が技術的問題の解決
のモデルやパターンと定義した技術的パラダイ
ム (Technological Paradigm) と同義である｡
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